



マ レー シア ・ケダ州の農家家計調査 を基礎 に(注1)
小保内 弘子
第1章 農家家計分析の目的
工業化 によ る経 済発展 を指向す る過程 で 、農 業の生 産 及び雇用 の シェ
アー は急 速 に減少 してゆ く。 この傾 向は、 あ らゆ る国 々に共通 して見 ら
れ ることで ある。 しか し工業化 に よる経済 発展 を推進 してゆ くには、農
業部 門の成長 が不 可欠の 要素 であ る。世 界 銀行1982年の報告 書 では、統
計 か らこの事実 を検 証 し、「発展 途 上国の経 済では、成 長 してい る国ほ ど
農業の成 長が著 しい こ とか ら、 ます ます今 日て は農業 部 門の生産性 の上
昇に注 目すべ きであ る。」と報告 してい る。 農業部 門の成長 が、経 済発展
過程 にお ける同部 門の以下 の役割 を促進 す るか らで あ る。つ ま り(1)国内
消 費 をt'分に満 たす 食料供給 の役割。(2)工業部 門への 労働供給 の役割 。
(3)1業製 品の国 内市場 としての役割。(4)国内貯蓄 の供 給源 としての役割。
(5)・次産 晶輸 出に よる外 貨 獲得の役割 で ある。 この よ うな農業 部 門の役
割 を分析 す るには、農家家 計 を基礎 に した ミクロ的モデ ルが必要 で ある。
そこで第2章 で農家 家計の 一般均衡分析 モデル を提示 す る。 さらにマ レ
ー シアの 農家家計調査 デー タを用 いて実 証分析 を行 ったが 、マ レー シア
を と りあげ た理 由 は以下の とお りであ る。
マ レー シア は1960年か ら84年までの実 質GDP成 長率 は約7%以 上 の
高水準 を推 移 した。 その後世 界需要や 一'次産 品価 格の暴 落 によ る深刻 な
不 況 を受 け、1985年には1975年以来の前年 比マ イナ ス成長 とな った。 し
か しその後 の成長 は著 しく、表1.1で示 した1989年か ら1995年までの期間
?
?。
表1.1マ レー シアの経済構造 の推移(1985-1995)(単位:%、100万 リンギ)
麟欄繋 懲三騰
出所;"EconomicReport1994/95MinistryOfFinancehalaysia"
注①実質GDPは1978年価格 ②各産業の生産比率 は全産業に 占める比率
③各産業 の就業比率 は全産業 の就業比率 に占める比率
④1994・1995年は予測値である
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では平均8.7%に達 し、これ までの5ヶ 年 計画期 間の平均 成長率 を上 回 る
高度 な成長 とな ったの であ る(注2)。90年代 前半 の成長 を もた ら した要 因
は、1985年の プ ラザ合 意 に よる経 済環境 の変化 で あ る。 自国 の為 替 レー
トの著 しい上昇 とそれに伴 った競 争力 の低 下 に直面 し、先進各 国 はこれ
まで にない規模 で海外投 資 を行 う戦略へ と転換 した。 この よ うな状況下
で、マ レー シア には電機 産業 を中心 に巨額 な投 資が流 入 し(注3)、その こ
とに よ り1985年以 来の不況 か ら脱 す るこ とがで きたの であ る(注4)。
この よ うな経済 成長 をた どるなかで、産業 構造 及び就 業構造 は これ ま
でに な く著 しい変 化 を推移 した。1995年には農 林 漁業 の総 生産 に 占め る
比率 は13.9%、一 方製造 業生産 の総 生産 に 占め る比率 は32.7%とな った。
この比率 は、1955年の農林 漁業 及び製造業 の構 成比率(32.5%、13.2%)
と逆 転 し、40年間で農業 一工 業 の生産構成 が180度転換 した こ とを示 して
い る。 また就業構 造 は、経 済成長 を反映 し、 これ まで にない速度 で農林
漁業部 門か ら労働 力が流 出す る一方 で、製造業部 門が雇用吸 収 してい る
状況 をはっ き りと示 して い る。 この よ うな状 況 に よ り1992年には製造業
(雇用比率 は23.1%)が農林漁 業(同22.3%)を追 越 し、1995年には総労働
力者数783万人の 内、農林 漁業 産業就 業 者は148万人、製造 業就 業 者は200
万人 となったので あ る。
以Lの よ うに1990年代 に入 りマ レー シア経 済は、 これ までに経 験 した
こ との な い速度 で経済発 展 を推移 し、 それに ともなって産業構造 や就業
構 造 を大 き く変 えてい る。 この よ うな変 化は農 村内 に も浸透 し、農 家の
兼業 化 、若 年層 の都 市へ の流出、 農家家 計か ら勤労 者家 計への転換 等、
農家 家計 の労 働供給 活動 ひ とつ取 上げ て も大 き く変 貌 して いる(注5)。ま
た経 済発 展に伴 って進展 して きた農 業の機械 化 に よ り、稲 作生産投 入労
働 時間が著 しく減 少 した。 そ こで 本論 文 では、稲作 よ り賃金の高 い工 業
部 門が農村近 郊 に浸透 す るなかで 、マ レー シアの農 家家計 が農業 及び非
農業部 門 に対 しどの よ うな労働 供給 活動 を行 って い るか を中心 に分析 す
る。
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注1:調 査 は 、1993年8月～9月に実施 した。Mr.Roy,A.Kumar,Mr.Raj.R.D
Nathanの両氏 には 、マ レー シア調査 の 開始 に際 し多 くの 御協 力 を賜 った。ム
ダ農 業開 発公社(MADA)のMr.WongHinSoon氏 そ して彼の 部 下で あ る
Mr.Sarani,Mr.Rosdi両氏 は、農村 内 での調査 の基盤 を作 って くだ さった。さ
らに熱帯 農業研 究所 の藤井 秀 人博 上に は、不慣 れ なマ レー シアの調 査 に対 し詳
細 かつ的 確 な御助 言 を惜 しみ な く頂 い た。そ して博 士の 存在 な くして は、この
調査 は成功 しなか ったので ある。また熱帯農業 研 究所の ス タ ッフの方 々か らも
多 くの 激励 を頂 いた。そ して調査 の過程 では、通 訳や 運転 手 さらに訪問 した100
家計 及 び2つ の農村 の 人 々か らの暖 か い歓 迎 を賜 った。この よ うに実 に 多 くの
方々 に支 え られ て、この調査 は成功 したので あ る。この調 査 の完成 と成功 に導
い て くれ たマ レー シア の皆様 に深 く感謝 申上 げ る。
注2:文 献11「構 造 変化 の期 間分析 」参 照
注3:1994年の海外投 資の 動向。海外投 資総額 は69.7億リンギ であ った。その う
ち台湾が最 も高 く(22.6%)、続 いてH本(22.0%)、香港(11.2%)であ った。製
造 業 の中 では、電 気及 び電 気機 器が44.8%と飛 びぬ けて 大 き く、マ レー シア の
産業構 造 に影響 して い る。続い て化 学 及び化学 製 品(10.5%)、繊維 及 び繊 維 製
晶(9.3%)とな ってい る。
注4:マ レー シアの 海外投 資は1987年以降 急速 に}i昇した。文献1、13に詳 しい
注5二 この点 にっ いて は文 献7、8、9を参照。
第2章 農家家計の一般均衡モデル
2.1農家家計一般均衡理論の必要性
第一章 の冒頭 で述 べ た経 済発 展 過程 にお け る農 業部 門の5つ の 役割
を、 ミクロ的分析 か ら解釈 す る とつ ぎの よ うに なる。 つ ま り農 村の 食料
供給源 としての役割 を分 析 す る側 面では、農家 の農業 生産 関数 につ いて
の分析 、また消 費 ・貯 蓄面か らは、市場へ の出荷 で得 た所得 の非 農業製 品
の消費行動 とその余剰 としての貯蓄 行動 の分析 で あ る。 さ らに非農業部
門への労働 供給 の側 面で は、家計構成 員の農 業 ・非農業へ の労働 時間配
分 の分析等が挙 げ られ る。 この よ うな ミクP的 分析 を通 じて、経 済発展
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過程 を分 析 ・検証 す る視 点が必要 で あ る。しか し農 家家 計 を扱 う時 、勤労
者家計 のモデ ル とは以下 の点 で異 な る。 つ ま り、農 家家計 は農 業 生産 を
行 って所得 を得 てい る事 か ら、労働 供給 ・消 費主体 と しての側 面 と、農
業生産 ・農 業生産 投入要素 需要 主体 としての側 面 を併せ 持 って い る点 で
あ る。つ ま り農家家 計の経 済活動 を見 るには、 両側 面 を同時 に組 み込ん
だ農 家家計 の一般均衡 モ デルが必要 とな る。 さらに発展 途 上国 では、農
村 内の労働 及び財 市場 あ るいは非農 業製 品の市場 が未発達 であ り、意志
決定 に対 しどの程度価 格 を シグナ ル として行 われて い るか を検 証 しなけ
れば なら ない。つ ま りこれ まで前提 とされて きた基本 的行動 原理 を帰無
仮 説 として検証 した うえで 、農家家 計 を主体 とした様 々な経済 活動 の メ
カニ ズム を解 明で きるモデ ルが必要 で ある。 この よ うなモデ ルは 、 ジ ョ
ー ゲ ンソ ン ・ラウ ・ヨ トポ ロス ・黒 田に よ り開 発 され た。本章 で は まず
最 初に この モデル を紹 介 し、次 に実 証分析 に使 用 した モデ ル を提示 す る。
2.2生 産 ・要素需要の側 面 とモデルの特定化
コブ ダー グラ ス型 の農業 生産 関数 は以下 の よ うに、特定 化 され る。
Q=、4田x7り旧 κ 外
各記 号は、Q:農 業総 生産額Xi:可 変 的投 入財
κ ノ:固定投入財
理論 か ら要請 され る係 数の符 号 条件 は 、α∫≧0,βノ≧Oで あ る。
▲方利潤 関数 を農 産物価格 で規準 化 し規準化 利潤関数 を得 るが 、それ
を コブ・ダグ ラス型で特 定化す る と、 以下の よ うな コブ=ダ グラス型 規準
化利潤 関数 を得 る





仮 説 を基 に組 み立 て られ て いる。 しか し発 展途上 国の経 済に、 この モデ
ル を適用 す る前 に、極 大利 潤仮説 その もの を検証 しな くては な らない。
そこで以下の よ うな式 を定 義す る。つ ま り以下 に示す ように、農家家計
は何%極 大利 潤 原理 に基づ いて、意志 決定 を行 って い るか を示 す式であ
る。
∂F(x,,Kj)/∂x,=le,P「私;各 生産 要素の価格 効率 パ ラメー タ
農 家家 計が利 潤極大 化仮 説 に基づ いて行 動 してい るか を検 証 す るため
に 、現行 規準化 利潤 関数 を導 出す る。
1'IE一ω ・L・〉一く1一 Σ芳)(Σ(le`)-1-・卜1)(Σ〆 一)
(Σ(pr)一一 〕(Σ(K・)角・一)
とな る。 この式 を以下 の よ うに まとめ る。
①A・-Ali-n)-i(1一Σ 毒)(Σ(k,)一句一)(Σ α ㍗(1-・)-1)
② α才ニ ー αご(1一 η)1
③ β:=一 防(1一 η)-1
④kl-(仁 Σ 驚)(1-・)-1
さらに①から④を使って現行規準化利潤関数を書き直すと、





マ レー シア農家家 計の生産 関数 を以下の よ うに特 定化 した。
Q::F(La,v,K;T)
各記号 は以下の とお りで ある。
①Q:米 生産 量 ②La:農 業労働投 入時 間
③ γ:可 変要素 投 入量 ④ κ機 械投 入金額
⑥ ア:土 地 投 入面積
実際 に推 計 され た実行規 準化利 潤関数 と要素 需要関数 は以下 の とお り
であ る。
(1)lnfi麦=lnA*→αrln閲+α;lnP;+α、lnP‡+β,lnT
(2)二陛 禰(3)二 曙 一as(4)-6苦 偽
2.3労 働 供 給 ・消 費 活 動 の 側 面 とモ デ ル の 特 定 化
各財 の価 格 と所得 水準 が 与え られ る と、費 用最 少化行 動 に よ り効 用水
準が求 め られ る。 これ が間接効 用関数 であ り、V=(P,,M:Nj)と示 さ
れ る。
V:効 用水 準P、:各 財の価格M:総 所得水準
」Vノ:効用水準 を決定す る外生変数
間接効 用関数 に シェパー ドの補題 を適 用す る と、マ ー シャルの 需要関
数






1・V・-CVi+Σ傷1湾+Σ 醐+丁 Σ Σ 物(1・劇1・pr)
+÷ Σ Σ ・抽(1・N」)(1・凡)+Σ Σ 戊、(Pl)(1・Nj)
i=4,ノ=2の 時 こ の 式 が 間 接 規 準 化 効 用 関 数 と な る に は 、以 下 の 制 約












① 階:農 業賃金 ②1傭:非 農 業賃 金 ③Pき:消 費財 価格
④N:家 族構成 員数
間接 規準化効 用関数 を トラ ンスログ型 で特 定化 し、実 際 に計測 を行 っ
た農家 家計の労働供給 お よび、消 費財需 要関数 を以下 の よ うに導 出 した。
(1)農業就業 者の余暇需要 関数
一14/‡Za=α1+γulnレγ‡-Fγi21nレV‡十りへ31nPき十ε"lnlV






① ～⑦ の制 約 条 件 か ら、 実 際 の 計 測 は 上 記 の(1)②に つ い て行 っ た。 以
上 の こ とか ら、 生 産 及 び農 業 需要 行 動 を見 る た め に2.2節 の(1×2×3)の
式 を推 計 し、 ま た消 費 ・労 働 供 給 活 動 を見 る た め に2.3節 の(1×2×3)の
式 を、 推 計 した 。 使 用 し たデ ー タ と計 測 結 果 は 、 第4章 に示 す 。
第3章 調査地の概要
3.1ケ ダ州 につ いて
1993年8月か ら9月にケダ州 ムダ地 区(注6)の2つ の農村 にお いて、稲
作農家家計 の生産 及 び消 費行 動 に関 す る調査 をおこ なった。 ケダ州 は半
島マ レー シアの北 西部 に位 置 し、面積 は9426平方kmでマ レー シアの国土
の2.9%に当た る。また1980年の 人ロセ ンサ スに よる と、ケダ州 の人 口は
111.7万人で、マ レー シアの総 人口の8、12%を占め てい る。マ レー シア政
府は 、1960年以降 マ レー人 で 占め られ てい る零細 な稲 作農家 の所得 向上
を計 るため 、半 島マ レー シア6箇 所 に潅概 ・排 水事 業 を行 い コ メのt期
作化 を推進 した。 ム ダ平野 は この中 で もっ と も規模 が大 き く、1989-90
年 の統計 ではマ レー シアの コメ作付 け面積 の29%、収穫 量 の40%の生産
を行 ってい る。
3.2調 査 村 の 位 置 に つ い て
1993年の 調 査 で は 、BatuMenunggoalとSekaMenantiの2つの農 村
を調 査 した。本 論 文 で は 前 者 の 農 村 調 査 デ ー タを使 用 す る。BatuMenun-
ggoal村は 、ム ダ潅 概 地 区(地 図3.1参照)の 第III地域E地 区 に あ り、州 都
ア ロ ス ター か ら南 西 に約30キ ロの 所 に位 置 して い る。 ま た近 くに は ス ン
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地図3.1ムダ地区 と調査村の位M
出所 マ ダ(MADA)の 資料よ り
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ガイパ タニの工業地 帯 があ り女性 や若年 層 を中心 に工場 勤務 者が 多 く、
農 家家計 の兼業化 の進展 が 見 られ る地 点 として選 択 した。調 査 した家 計
は50軒で、 その構成 は専 業農家 は4軒 、兼業農 家 は29軒、 そ して非農 業
家 計 は17軒で あ る。調査 対象総 数 は、280人で内 男性 は144人女性 は136人
であ る。また1家 計 当 りの家族 構成 員 は5.6人であ り、構 成員数 は1991年
調 査 とほぼ 同 じで ある(表3.1参照)。
表3.1家計構成員の分布(単 位%、 平均構成員数 は人)
㎏仁 「 是1
厚;銑 …L.璃.{、
但 人 以 上 一一,一_L..__8.






表3.2は調査 地の年 齢構成 を示 して い る。調査 した年 の 男性 の平均 年齢
は26、4才で、女性 は28.0才で あった。5-14才 層 と15-24才層 に男女 と
もに約50%を占め、若年 層 に人 口が集 中 して いる構 造 とな って い る。一
方表3.3は調査 した家計構 成員 の職 業状況 を示 して い る。年齢構造 を反映


















して、非就業 者 が47.9%に達 して い る。農業 人口は35人で全体 の12.5%
にす ぎず 、女性 は8人 と女 性総数 の5.7%とな り極め て少 ない状 況 となっ
てい るこ とが示 され た。 その一方 で女性の非農 業雇 用者数 が増加 し、 人
数 を見て も女性 は54人にのぼ り、(女性総 数の38.3%)で男性42人(男性
総数 の28.4%)を上 回って いる。(注7)
3.4世 帯主 と農業
表3.4は世帯 主の年齢 階層 別就 業構造 を示 した もの で あ る。これ を見 る
と世帯 主の45.1%は農業就 業者 であ り、37.3%が非農業就 業者 で あった。
年齢構 成 と組 み合 わせ る と、世帯 主の非農業就 業者 の年齢構 成 は45-54
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してい る。つ ま り農業 就業 者 の年 齢構 成 は非農 業従事 者 よ りも年 齢構成
が 高 いこ とを示 してい る。(表中1991年の結果 を見て も、農 業就業 者 の平
均年 齢 が高 い こ とが 言 える。)
3.5調査地の稲作耕地面積
表3.5は農家家 計 当 りの農 業 用地 の利 用状況 を示 してい る。稲 作 に利 用
す る耕地 は 、1農 家家計 当 り平均3.9ルロ ン(約1.13ha、これは1991年の
調査 の 平均値2.Ohaに比べ小 規模 で あ る。)である。 自家保 有農地 は平均
2.9ルロン(0.84ha)で、借 入農地 は1.8ルロン(0.52ha)、貸与 してい る
農 地 は1.1ルロン(0.32ha)とな ってい る。表3.5は農家家 計の土地 所有
形 態 を示 して い る。 農家 家計33軒の構 成 は、 自作 農家 は19軒(57.6%)、
小作 農 家 は7軒(21.2%)、自小 作農 家 は7軒(21.2%)であ る。調査結 果
か らは読 み取 りに くいが、マ レー シアで は近年 自小作農家 が増加 し大規
模 化 す る傾 向が あ る(注8)。
表3.5土地所有形態別の土地規模の分布
平均土地面積 ・土地規模 はル ロン
灘離i欝
(単位 、軒)
3.6稲 作 の生産 と稲作 か らの所得
表3.6は、1ルロン当 りの稲 作生 産 にかか る費用 を1991年調査 と比 較 し
て示 してい る。1991年に行 った調査 と比 較す る と、 費用構 造 あ るいは費
用額 ともに大 きな相違 は 見 られ なか った。 しか し費用額 は、耕 作地 の状
態や その年 の作柄 に よって変 動 す るため、各項 目を見 る と1991年と若干
の相 違 が出 てい る。最 も支 出比率 の高 い項 目は小 作料 で、続 いて耕 起作









































































また表3.6で示 して い る とお り、1993年の調査 で は、1ル ロン当Dの 費用
は307.82りンギで総 費用 の45.0%と高 い。
表3.7は稲作 の作業項 目別労働 投入 時間 を示 して い る。労働 投 入に関 し
ては、1991年調査 と比較 す る と労働 投 入時間は お よそ2倍 とな り大 きな
相 違 とな った。 もっ とも大 きな相違 が 出た項 目は、耕 起作 業 と水 管理 で
あ る。調査 で は1日 の作業 時 間 と作業 日数 を回答 して も らい、それ らを
単 純 に集 計 したため 、 これ らの項 目の作業 時間 が高 く算 定 された と考 え
られ る。労働 の 内容 を現地 で詳 し く調査 した ウォン氏(1991年)の結 果 は、
正確 度 の高 い もの と考 える。 この結果 を見 る と、1991年の 第一作 の労働
投 入時間 はわ ずか175時間 と著 し く減 少 して い る点 は注 目す べ きで あ ろ
う。私が 調査 した1993年のデー タに よる と、平均耕 作面積3.9ルロンに平
均401.7時間の労働投 入 し農 業純所 得1342リンギ を得 てい る。半 期 で得 る
所得 としては極め て低 い ものの、1時 間 当 りの所得 として比較す る と、




一 方収 穫量 は、表3.8に示 してい る。調査地 の平均収穫 量 は1ha当 り
3909kgであった。耕 作面積 別 に生産 性 を比較す る と、3-〈6ルPン の
生産性 が最 も高 く4043kgであった。 また1965年以降の平 均収穫 量(第一
作)の3800kgとほぼ 同水準 で、生産性 上昇率 は近年停滞 してい る。
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表3.81993年第一作 の規模 別収 穫量(単 位:kg)







表3.9は調査 地 の家計 の収 支構造 を示 して いる。これ を見 ると1ヶ 月の
所得 が最 も高いの は兼業農家 家計で あ り、続 いて非農 業家計 となってい
る。 また専業 農家家 計 は もっ とも所得 が低 く、他 の家 計所得 の1/5程
度 と極 め て低 い。稲 作か らの1ヶ 月の所得 を見 る と、兼業 農家 で252リン
ギ、専業 農家 では195リンギ となO、 これ は若年 女子工 員の1ヶ 月の賃金
所得 とほぼ 等 し く、極め て低 い水準 で あ る。 したが って稲作 のみ の所得
では生 活は困窮 し、専業農 家 では消 費支 出 を差 引 くと赤字 の状 況 となっ
て い る。
表3.9農 村 居住家 計 の所 得 一支出構造( 一単位:リ ン ギ)









また一方 表3.10では、調査 した50家計 の消 費構 造 を示 してい る。構 造
比率 で は、食費 が最 も高 く(48.6%)、続 い て教育 費(14.8%)、衣料 費
(10.3%)で、 この3つ の項 目で全体 の73.7%を占めて い る。 食費の 内容
は主食 と基本 的 食料 費 を合 計 して 回答 して いる。食費(食費は 主食 と基本
的 な惣菜程 度の支 出 を合 計 した もので あ り、最低 支出額 と考 え られ る。)
の平均 金額 は189リンギで あ り、 これ は総 所得 の お よそ20%を占め て い
る。兼業農 家 と非 農業家 計の1ヶ 月の平均 所得 は1000リンギであ る。 基
本 的消 費 を支出 した後 の余剰 は650リンギ とな り、この よ うな家計 の支 出
構造 は 基本 的支 出 を満 たす には十分 と判断 す る こ とが で きよ う。
注6:ム ダ'王野 は北 西 部半 島マ レー シア に位置 し、1970年のム ダ とプ ドゥの二
つの ダムの完 成以 降二 期作 が開始 され た。ム ダ平野 は12.6万haに及び、この 内
ケ ダ州 は10.6万ha、ペ ル リス州 には2.Ohaの耕 作地 が分 布 され て いる。またム
ダ平 野 には6.5万世帯 が 居住 してい る。
注7:ム ダ地 区で は、女性 は 田植作 業の 中心的 な労働 力で あ ったが、今 日では
近郊 の工場 の主 な労働 力源 となって い る。 文献11の86ペー ジ参 照。
注8:こ の こ とは 、文献7、8に詳 し く述べ られ てい る。
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第4章 ムダ調査の計測方法 と結果
マ レー シアの稲 作農 家家計 の生産 活動 をみ るため に、2.2節の(1)～(3)
の式 を計測 した。 また消費及 び余暇需要 をみ るため には、2.3節 の(1)
～(3)の式 を計 測 した。本章 では、始 め に各変数 に対 応す るデー タを説明
し次 に計 測結 果 を示 す。
4.1農 家家計 の生産活動
(1)利潤 関数 に関す るデー タにつ いて
① 利潤(II:)第 一期作 の コメの 生産額 か ら、 コメ生産 にか か った総
費 用 を減 じ、農産物価格 で 除 し規準化 した もので あ る。
②労働 賃金(W:)本 調査 は、ウ ォン論文(1992)を基礎 に調査 項 目を
設定 した。実際 には、農業労働 賃金 は農作業 毎 に決 め られ てい る。 しか
しモデルで は、各 家計 の労働 賃金 が説明変数 となって い る。調査 票Q8-
5では、稲 作生産 にかか る費用項 目とその金額 を質 問 した。この項 目の中
で、農家家 計が農業労働 を雇 用 しその賃金 として支 出す る項 目を合 計 し、
コメ1グニ(マレー シア語 の籾米1俵 を示 す。 お よそ80kg)当りの投 入金
額 に換算 し、 さ らに農 産物 価格 で除 して規準化 し、 それ を対数 換算 し変
数 とした。農 業労働雇 用の項 目は、transplanting(移植 作 業)/seeding(種
蒔)/fillingsacks(梱包作業)/infiledtransportation(運搬作業)で あ る。
③ ・∫変投 入価格(P:)こ の項 目は労働 賃 金 と同様 に調 査 票Q8-5を
基礎 に した。調査 票の、稲 作生産 の可変投 入財 購入 に よ り支出 した以下
で あ る。 これ らを合 算 し、各農家 家計 の収穫 量(単 位:グ ニ)で 除 し、
1グニ 当 りの可変 投 入金額 を算 出 し、さらに農産物価 格 で規準化 し、また
これ を対数 表示 した。可変投 入項 目は、fertilizerpurchase(肥料 購 入金
額)/inputpurchase(その他 の投 入支出)/weedisidepurchase(除草剤 購
入金額)で あ る。
肥料 につ いては、マ レー シア政府 は無償供 与 を行 って い る(注9)。した
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が って、可 変投入 にお いて肥料支 出が最 も大 きい に もか かわ らず 、支 出
金額 は0で あ る。 そ こで政府 の肥料支 給 規 準 と調 査 当時 の肥料 価格(50
kg42リン ギ)の デー タか ら、肥料供 与金額 を各家 計 で計 算 し、 これ を他
の項 目 と合算 した。
④ 資本 投 入財 価格(P『)第2章 で示 した とお り、マ レー シアの稲 作
生産 は極 め て機械 化 が進展 して い る。 しか し 自己保 有 の機 械 は、hand
suprayer(23軒)、続 いてpomp(7軒)と少 ない。通常 の農家 家計 の生産 関
数 の計 測で は、資本 は物 量単位 で取 り扱 われ ていた。 しか しマ レー シア
で は、機械 の利 用は機械 サー ビス を需要 して いる状 況か ら、可変 投 入の
ひ とつ と考 え られ る。そこで資本投 入の デー タ も、これ まで と同様 にQ8
-5から、機械 サー ビスの購 入 に当 た る項 目 を取 り上 げ集計 し、総 生産 量
当 りの投 入金額 に換 算 し、さらに農産 物価格 で規 準化 した もの を使 った。
資本投入 として、ploughing(耕起作業),harrowing(代掻 き),harvesting
bycombine(収穫 作業)の3つ の項 目を合 計 した。
⑤ 土地投 入(T)土 地 に対す る質問 は、調 査票Q8-1で 質問 して い る。
この質問 の内容 は、① 自家 生産 の ための総 土地 投 入面積 、② 自己保 有面
積、③ 貸借 してい る面積 、④ 貸 与 してい る面積 の4項 目であ る。 この 中
か ら① 自家 生産の ための総 土地投 入面積 の値 を取 上げ、 これ を対数換 算
し十地 投入面積 とした。
⑥農産 物価格(P川 利潤 、労働 賃金 、可変投 入価 格 は、農 産物 価格 で
規準 化 され る。 調査 を行 った地域 では、100%の農家 が「主 た る栽 培作 物
は コメで ある。」と回答 して い る。 したが って、 コメの価格 が農産 物価格
となる。実際 には コメ価 格 は等級 で決 まってい るが、 この モ デルで は各
農家 家 計の出荷価格 であ るこ とが要請 され てい る。 そ こで 、各農 家家計
の コメの出荷総額 と収穫 量の デー タか ら1グ ニ 当 りの コメの価格 を計算
し農 産物価格 とした。
(2)要素 需要関数











以上 の各 デー タを使 って、利潤 関数 と要素 需要関数 を計測 した。 計測
は各 計測式毎 にお こなった。計 測結果 は以下の よ うにな った。
4.2生 産 面の計測結果
50軒の調査 を行 ったが、 その内農 家家計は33軒で 、なかで もデー タが
利 用可能 な家計 は29軒であった。まず 第一に この29軒のデ ー タを使 って、
稲作 生産 の計 測及 び要素需要 関数 の計測 を行 った。 さらに大規模農 家 と
小規模 農家 の生産 活動 を比較す るため に、耕作面積3.5ルロンで2つ の グ
ループ に区分 し、 同様 の計測 をお こなった。 尚以下 の式の()内 の数
字はt値 を示 して い る。また右肩 の*は90%の水 準で有意 であ るこ とを、
**は95%の水 準 で有 意であ るこ とを示 して いる。
(1)全 農 家 家 計(29家 計)の 生 産 活 動








稲 作 の 資 本 財 需要 関 数
辛 一4・189
(0.914)
② 大 規 模 農 家(15家 計)の 生 産 活 動











稲 作 の 利 潤 関 数
(3.001)**(0.334)




















労働の生産弾力性 0.13 0.24 一 〇.10
ロ'入 貝 の 弾
性
0.29 0.31 0.21
資本財の生産弾力性 0.20 0.15 0.32
土地の生産弾力性 0.30 0.37 0.45
弾性値の合計 0.92 1.07 0.88
労 賃 の 交
、
一 〇.68 0.47 6.93
可変投入財の価格効率 一 〇.80 1.16 一8 .27
資本財の価格効率 一1 .89 1.25 一9 .13
(5)生産 活動 の計測結 果か ら
①3本 の生 産関数 を計測 したが 、全農 家家 計 と大規模 農家家 計の決 定
係数 が各 々0.71と0.82であ り、関数 の説明 力は高 い。 しか し小 規模農 家
の生産関数 の決定係数 は、0.54で、 関数の説 明 力が低 い とい えよ う。 ま
た個別の説 明変数 の有 意性 につ いては、各 グルー プの生産 関数 及 び生産
要素需要関数 のt値 で示 して いる。 決定係数 とt値 を見 る と、大規模農
家 の計測 は関数の あては ま りと各説 明変数 の有意性 と もに高 い。 しか し
小規模農家 の計測 のフ ィ ッ トネスは低 く、 その影響 を受 けて全農 家 の説
明力 も低下 す る状況 とな った。
②大規模 農家 と小 規模 農家 の生産 活動
表4.1の生産 弾力性 を見 る と、大規模農 家 と小規模農家 で最 も弾性値 の
格差 が生 じたの は、労 働 であ る。稲作 生産 に労 働投 入 を1%上 昇 させ る
と、大規模農家の生産 額 は0.24%上昇 す るの に対 し、小規模 農家 では0.1
%の 減 少す る結果 を得 た。理 論的 には、生産要 素の係数 の符号 は(+)
とな るべ きだが、 この点 を考 慮 して も小 規模 農 家の労働 の生産弾 力性 は
極め て低 く、小 規模農 家 に余 剰労働 力が 存在 してい るこ とが確 認で きた。
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小規模農 家の 土地の生産 弾 力性 は0.45、また大規模 農家 は0.32と生産 要
素間で最 も高 い。 この こ とか らム ダ平 野で は、土地 の零細性 が生産性 を
低位 に押 し留め て いる状 況 が ここで も明 らか となった。
③ 価格効 率 にっ いて
表4ユの価格 効率 では、 大規模農 家以外 の項 目で(一)の 符号 を示 して
いる。理 論 的 には、(+)であ る。 これは小 規模 農家 の デー タに よる とこ
ろが大 きい。 そこで変数 が有 意 であ る大規模 農家 につ いて考 え る。 大規
模農家 の農業労働 賃金 の価 格効 率 は0.47で1を下 回 った。 これ は大 規模
農家 は、農業 労働 に対 し労働 の限 界生産 力価 値額 以上 の賃金 を支 払 って
い る状 況 にあ る。 その反面 可変投 入財や 資本 財 に対 しては、各要 素の 限
界生産 力価値 額以下 の価 格 を支払 い、大規模 農家 は価格 の効率性 が高 い
ことが判明 した。
④ 規模 の経済性 につ いて
規模 の経 済性 は、生産 要素 の弾性 値の総 和で示 され る。大規模農 家 は
1.07で収穫 一定 であ ったが、小規模 農家 は0.88とな り収穫 逓減 の結論 を
得 た。小規模 農家 の価 格効率 の数値 には問題 があ るが、極 めて低 い とい
う状 況 と考 え合 わせ る と、小 規模農 家の稲 作生産 活動 が非効率 的 と結論
で きるが 、 この点 につ いては さ らに検 討 が必要 で ある。
4.3農 家家計の消 費活動
第2章 のモ デルで説明 した とお り、兼 業農家家 計 の効用 関数 を規定 す
る要素 は、農業 従事 者 の余 暇需 要時間、 非 農業 従事 者の余暇 需要 時 間、
消費財需要 量 であ る。そ して この3つ の項 目の需要 関数 を示す 第二 章2.3
節の式(1)～式(3)の計測 をお こな った。 まず この3つ の需要項 目の デー タ
か ら説 明す る。
① 農業従事 者 の1ヶ月の余暇 需要 時間(Za)
これは、各農家 家計の農 業従事 者(NA人)の1ヶ 月の総 時 間(24時間 ×
30B×NA人)か ら1ヶ 月の農業 投入時 間 を減 じた もので あ る。農業投 入
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時 間は、調査 表Q5-1で 各構 成 員の作 業項 目毎の労働 投 入時間 を調査 し
てい るの で、 これ らの合計 とした。
② 非農業従 事者の1ヶ 月の余暇需 要時 間(Zn)
これ は各農 家家計 の非農 業従事 者(NE人)の1ヶ 月の総 時 間(24時間 ×
30日×NE人)か ら1ヶ月の総非農 業労働 投入時 間 を減 じて求 め られ る。
非農業労働 供給 活動 に関 す る調査 は、調査 表Q6-1で お こなった。 この
デー タ を基礎 に算出 した。
③ 農 家家計 の1ヶ月の総消 費支 出金 額(C)
調査 で は、調査 表Q9-1で1ヶ 月の消 費項 目を設定 し、各項 目の支 出
金額 を質問 した。総支 出額 は、全 ての項 目の総 額 とすべ きだが、価格 デ
ー タの有効性 の問題 か ら、 以下 の項 目の合計 を消 費需要 の合 計 とした。
項 目:食 費、衣料 費、医療 費、美容 ・理容 費 、教 育、嗜好 品、 交際 費、
税 で ある。
④ 総所得(〃)
以上 の① ～③ の項 目は、総 所得 で規準化 され シェアー関数 群 とな る。
総所得 は理 論的 に、(農業従事 者 の余 暇需要 の機会 費用+非 農業 従事者 の
余暇需要 の機会 費用+総 消 費金額)で あ る。
⑤ 農業 従事 者の余 暇 の価 格 となる1時 間当 りの農業賃金(聡)
各農家 家計 の農業所得 を農業 生産投 入時間 で除 した各農 家家計 の農業
賃金 とした。
⑥ 非農業従事 者の余 暇の価格 とな る1時 間 当 りの賃金(w‡)
調査票Q6-1で は、非農業 従事者 の職種 と労 働時 間 さらに給 与金額 を
質問 した。 それ を基に、非農 業労働 者の1時間 当 りの賃金 を計 算 した。
⑦消 費財 価格(Pき)
調査 では、農家家 計の消 費活動 を調査す るため に、主要 な消 費14項目
を取 ヒげ、各項 目の1ヶ月当 りの消 費金 額 をたずねた。14項目は、 食費、
住居 費、衣料費、医療 費、美容 ・理容 費、教 育費、交通 費、 タバ コ、水道
代 、電気代 、交際費、税 、家賃 、その他 であ る。 また調査 では、 各項 目
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表4.2各 消費項 目の代表財 とその価格
消費項 目 代表財 とその内容 代表財の価格




住居費 第1期 作中に建築、改築 した家計の総支
出金額 を回答。
未確定




理容 ・美容費 1回の散髪代 4リ ンギ
教育 中学及び高校に支払 う月謝か ら、対象者
をウェー ト付け し荷重平均の単位価格 を
求め た。
6.22リン ギ
交通費 オー トバ イを利 用す る家 計が 多い、 ガ ソ
リン1単 位 を代表 財 とした。
1リ ッ トル=
1リ ン ギ
タバ コ 2リ ンギ
水道代 1ヶ 月 を支 出 を回 答 した。1ヶ 月の平 均
金額 を とりたげ た。
6.33リン ギ
電気代 1ヶ 月 を支 出 を回答 した。1ヶ 月の平均
金 額 を とりたげ た。
11.88リン ギ
交際費 寺へ の寄 付 。一般 的家 計の1回 の 金額。 10リンギ






の代 表 的な財 とその価 格 をたずね た。 それ を表4.1にま とめ た。
この表 か ら、総 消 費支出 に対 す る各項 目の支出比率 で ウェー ト付 け さ
れた調査 地の消 費財価格 を、 以下の よ うに計算 した。






第2章 で説明 した とお り、農 家家計 の効 用 関数 を トラ ンス ログ型 に特
定 し、 そ こか ら各財 の需要関数 を導 出 し計 測 した。計 測 した式 は、効 用
関数 と3本 の要 素需要 関数 だが、 これ らは1つ の システム と して構 成 さ
れ てい る。 さ らに実際 に計測 した3本 の要素 需要 関数 の説明変 数 は 同一
であ るため、誤差項 の分散 ・共分散 のマ トリクスが単位 行列 の定 数倍 とい
う仮 定が必 ず しも満 た され てい る とは限 らな い。 そ こで分散 ・共分散 行
列 を修正 し、パ ラ メー ター を推計 す る計測 方法 であ るゼ ルナー 法 を使 っ
て計 測 した。
4.5計 測結果
消 費 活 動 に 関 す る 計 測 は 、兼 業 農 家 家 計 と 非 農 業 家 計 に 区 分 し 行 っ た 。
デ ー タ が 利 用 可 能 な 兼 業 農 家 家 計 は24軒 で あ り、 一 方 非 農 業 家 計 は17軒
で あ っ た 。 尚()内 の 数 字 はt値 を 示 し 、 右 肩 の*は 、90%の 水 準 で
有 意 で あ り、**は95%の 水 準 で 有 意 で あ る こ と を 示 す 。




一 」PきC=-0 .280-0.0341nレV‡-0.0131nMノ》+0.0461nPご十 〇.0221nN
(-1.802)**(-3.703)**(-1.199)**(4.094)**(2.179)**
一 例/‡Z万=-O.459十〇.1401nW萎+0.0511nレγ》-O.1651nPき一 〇.1121nN





















農業雇用賃金 一 〇.59 一 〇.31 0.12
非農業雇用賃金 0.15 一 〇.89 0.05 一 〇.77 0.11
消費財価格 一 〇.46 0.36 一 〇.84 一 〇.32 一 〇.85















































注10:1979年か ら2.4ha以下の 水田 を保有 す る地主 と 自作 農 を対 象 に肥料 無
償供 与事 業 が行 われて い る。1987年当時で は1エー カにつ き、混合 肥料80kg、
尿素40kg、育 苗用 として4kgが供 与 され て いる。)
注11:価格弾 力性 の算定 は 、文 献10参照 。
第5章 むすび
1950年代以降発 展途上 国は工業 化 に よ り著 しい発展 過程 をた どってい
るが、 一国経済 のGNPの 上昇 と ともに農業部 門が どの よ うな変容 を と
げて い るか を見 るこ とは重要で あ る。つ ま り本論 文 の 冒頭 で も述べ た と
お り、経 済発展過程 において農業 部 門は、 食料 供給 、非農業部 門への労
働 供給 、工 業製 品の市場、 貯蓄 の源泉 、一次産 品生産 を通 じての外 貨獲
得源 と しての役割 を持 って いる。 この よ うな各局面 に対 し、発展 途上 国
の経済環境 変化 の下で 、農 家家計 は いか に行動 して きたか をた どるこ と
で ある。 そこで本論文 で は、経済発 展過程 で の農家 の経済活動 を検 証す
るため に農家家 計の一般均衡 モデ ル を示 し、マ レー シア家計 調査 による
デー タを使 い実証分 析 をお こなっ た。マ レー シア を取上 げ た理由 は、1990
年代 に入 り同国 の経 済発展 は著 し く、産 業構造 が大 き く変化 した。 この
よ うな過 程 において、農家 家計 は どの よ うな経済活 動 を行 ってい るか を
見るためで ある。 そ してモデ ルに よる分析 の結 果 は、以下の とお りで あ
る。
マ レー シア の農 家の農業 生産 につ いて は、労 働の 生産弾 力性 が低 く土
地 の生産 弾力性 が高 い とい う結 果が示 され た。 この よ うな結果 は特 に小



































7.藤 本 彰 三(1987)「 ブ ミプ ト ラ 政 策 と 稲 作 農 業 の 展 開 」 『ア ジ ア 経 済 』28巻
2号 ア ジ ア 経 済 研 究 所
237
8.藤本 彰三(1988)「農業 政策 大綱 と稲 作農 業の再 編」 『現代 マ レー シアの社
会 ・経 済変 容 一ブ ミプ トラ政 策の18年一』 堀 井健 三 ・荻原宜 之編 ア ジ
ア経 済研究 所
9.藤本彰 三(1995)「マ レー シア農 民の就業 変化 の構造 と方 向」 『東 南ア ジア
農 村の就 業構 造』 水 野広祐 編 ア ジア経 済研 究所
10.鳥居泰 彦、小保 内 弘 子(1990)「インフ ォー マル セ クター にお け る家計行
動 一主体 的均衡 理論 と実証 分析 一」 『三 田学会 雑 誌』82巻4号1990年1月
11.横山 久(1990)『マ レー シアの経 済 一政 策 と構 造 変化 一』 ア ジア経
済研 究 所
12.諸岡慶昇 安 延 久美(1993)『マ レー シア ・ム ダ平 野 にお け る直播稲 作 と
雑草 問題』農 林水 産省 熱帯農 業研 究セ ン ター 平成5年1月
13.青木 健(1990)『マ レー シア経 済 入門90年 代 にNICS入 りか』 日
本評論 社
14.世界銀行(1982)『世 界開 発報告 』
